
平成２８年３月教育委員会定例会議事日程 

新潟市教育委員会 

日 時 平成２８年３月１７日（木） 午後３時３０分 開会 

場 所 新潟市役所白山浦庁舎６号棟２階 教育会議室１ 

日 程 第１ 会議録署名委員の指名 

第２ 付議事件 

議案第29号 新潟市教育委員会組織規則の一部改正について･････････１

議案第30号 新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部改

      正について･････････････････････････････････････････８

議案第31号 新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正について･･･

      ･････････････････････････････････････････････････１２

議案第32号 新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理 

      に関する規則の一部改正について･･･････････････････１５

議案第33号 新潟市白根学習館条例施行規則の一部改正について･･･２０

議案第34号 新潟市西川学習館条例施行規則の一部改正について･･･２３

議案第35号 事務局及び機関の長の人事について･････････････････２６

議案第36号 教育財産の用途廃止について･･･････････････････････２７

議案第37号 教育財産の用途廃止について･･･････････････････････２８

議案第38号 市立高等学校等の人事管理について･････････････････２９

議案第39号 第２期新潟市いじめ防止対策等専門委員会委員の委嘱につ

      いて･････････････････････････････････････････････３０

第３ 報告 

・（仮称）国際青少年センター・（仮称）芸術創造ファクトリー基本構

 想（案）に対するパブリックコメントの実施結果について･････････１

・指導が不適切な教職員に関する委員会の報告について･････････････６

・第３１期社会教育委員会議建議について･････････････････････････７

・「教科用図書の検定申請期間中における閲覧等の問題」の調査結果に

ついて･･･････････････････････････････････････････････････････９



第４ 次回日程 

    ４月定例会 平成２８年 ４月１９日（火）午後３時３０分 

５月定例会 平成２８年 ５月３０日（月）午後３時３０分 

第５ 閉会 



平成２８年３月 

教育委員会定例会議案等 

新潟市教育委員会 



付議事件 



議案第２９号

新潟市教育委員会組織規則の一部改正について

新潟市教育委員会組織規則の一部改正を，次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市教育委員会組織規則の一部改正について

１ 改正理由 

（１）平成２８年度に予定される組織改正等に伴うもの 

教職員課に給与・システム担当課長を設置し，教育総務課の所管事務（給与・福利

等）の一部を教職員課に移管する。 

（２）西川多目的ホールの所管替を行う。 

西川多目的ホールを西川地区公民館と西川図書館で管理していたものを，西川図書  

館の一元管理に変更する。 

２ 改正内容

（１）平成２８年度に予定される組織改正等に伴うもの 

ア 第４条教育総務課の項 

市費負担職員の給与・福利等に関する分掌事務の規定を削除し，その他の規定を整   

理する。 

イ 第４条教職員課の項 

市費負担職員の給与・福利等に関する分掌事務を規定し，その他の規定を整理する。 

ウ 第２１条第２項 

教職員課に給与システム・担当課長を置くことができることとし，併せてその所掌

事務を規定する。 

（２）西川多目的ホールの所管替に伴うもの 

 ア 第１０条及び第１２条 

公民館の分掌事務から西川多目的ホールに関する規定を削除する。 

 イ 第１４条及び第１４条の２ 

図書館の分掌事務に西川多目的ホールに関することを規定し，その他の規定を整理   

する。 

３ 施行日 

  平成２８年４月１日
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 2016.2.2
総務部行政経営課

平成２８年度　組織改正概要（案）

（注）組織改正のある部等については，準課以上の組織を記載しています。ただし，係相当の組織改正を行う場合，係組織まで記載しています。

取扱注意

市費負担職員の給与事務　※教育総務課から業務移管

給与・システム担当課長

中央区教育支援センター

秋葉区教育支援センター

※新設

地域教育推進課 地域教育推進課

企画室

学務課

西蒲区教育支援センター

江南区教育支援センター

学務課

南区教育支援センター

施設課

北区教育支援センター

企画室

平成２７年度

生涯学習センター

学校給食センター

総合教育センター

教育総務課

教育委員会事務局

東区教育支援センター

中央区教育支援センター

総務係

職員係

平成２８年度（案）

学校支援課学校支援課

江南区教育支援センター

秋葉区教育支援センター

中央公民館

教育相談センター

特別支援教育サポートセンター

中央公民館

施設課

保健給食課 保健給食課

西区教育支援センター

総合教育センター

教育委員会事務局

教育総務課

西蒲区教育支援センター

教職員課

教育相談センター

特別支援教育サポートセンター

学校給食センター

西区教育支援センター

南区教育支援センター

北区教育支援センター

東区教育支援センター

教職員課

生涯学習センター

総務係

職員係 ※一部業務移管

市費負担職員の給与事務　※教職員課へ業務移管

選挙管理委員会事務局

中央図書館

平成２８年度（案）

平成２７年度 平成２８年度（案）

平成２７年度 平成２８年度（案）

平成２７年度

改正なし

監査委員事務局

水道局 未定

平成２７年度

６農業委員会事務局

平成２７年度 平成２８年度（案）

人事委員会事務局

改正なし

改正なし

改正なし

中央図書館

平成２８年度（案）

8

西川多目的ホールに関すること

西川多目的ホールに関すること

管

参考資料



新潟市教育委員会組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２８年３月  日 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子 

新潟市教育委員会規則第 号 

新潟市教育委員会組織規則の一部を改正する規則 

新潟市教育委員会組織規則（平成１９年新潟市教育委員会規則第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条教育総務課の項第１３号中「学校教育職員」を「法第３７条第１項に規定する県

費負担教職員及び市費負担教職員（教育職俸給表の適用を受ける者に限る。）」に改め，

同項中第１６号から第２１号までを削り，第２２号を第１６号とし，第２３号から第３０ 

号までを６号ずつ繰り上げ，同条教職員課の項第２号中「，服務及び給与」を「及び服務」

に改め，同項第４号中「採用選考」の次に「（学校事務職員及び学校栄養職員を除く。）」 

を加え，同項第９号中「教職員」の次に「及び職員」を加え，同項第１０号中「教職員」

の次に「及び職員」を加え，「（健康診断」を「（教職員の健康診断」に改め，同項中第

１４号を第１８号とし，第１３号の次に次の４号を加える。 

（１４） 教職員及び職員の給与及び旅費に関すること。 

（１５） 教職員及び職員の恩給，退職年金及び退職手当に関すること。 

（１６） 教職員及び職員の雇用保険その他の諸保険に関すること。  

（１７） 職員の被服貸与に関すること。 

 第１０条第１２号中「，西川学習館，西川多目的ホール」を「及び西川学習館」に改め

る。 

第１２条第７号中「及び西川多目的ホールの利用に関すること」を削る。 

第１４条中第１６号を第１７号とし，第１５号の次に次の１号を加える。 

（１６） 西川多目的ホールに関すること。 
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第１４条の２第２号中「施設の維持管理」を「維持管理」に改め，同条第１３号中「新

津図書館」の次に「及び西川図書館」を加える。 

第２１条第２項の表に次のように加える。 

教職員課 給与・システム担当課長 教職員及び職員の給与等に関する事項並

びに県費負担教職員の権限移譲に関する

事項（給与・福利厚生等，勤務条件の検

討に関する事項に限る。) 

第２５条第２項中「学校教育職員」を「教職員」に改める。 

附 則 

この規則は，平成２８年４月１日より施行する。 
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新潟市教育委員会組織規則(平成19年3月26日教育委員会規則第6号)新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

(課の分掌事務) 
第4条 (略)  

教育総務課

(1)～(12) (略) 
(13) 教育委員会職員(法第37条第1項に規定する県費負担教職員及
び市費負担教職員(教育職俸給表の適用を受ける者に限る。)を

除く。以下「職員」という。)の任免，分限，懲戒及び服務に

関すること。

(14)~(15)  (略) 

(16) 教育施策の企画，総合調整に関すること。

(17) 教育ビジョンの進行管理に関すること。

(18) 教育広報紙その他広報広聴に関すること。

(19) 新潟市立学校適正配置審議会に関すること。

(20) 市立学校の適正配置に関すること。

(21) 通学区域に関すること。

(22) 教育支援センターの管理及び連絡調整に関すること。

(23) 総合教育会議の運営に関すること。

(課の分掌事務) 
第4条 (略)  

教育総務課

(1)～(12) (略) 
(13) 教育委員会職員(学校教育職員を除く。以下「職員」とい

う。)の任免，分限，懲戒及び服務に関すること。

(14)~(15)  (略)
(16) 職員の給与及び旅費に関すること。

(17) 職員の恩給，退職年金及び退職手当に関すること。

(18) 職員の公務災害補償に関すること。

(19) 職員の雇用保険その他の諸保険に関すること。

(20) 職員の被服貸与に関すること。

(21) 職員の福利厚生に関すること。

(22) 教育施策の企画，総合調整に関すること。

(23) 教育ビジョンの進行管理に関すること。

(24) 教育広報紙その他広報広聴に関すること。

(25) 新潟市立学校適正配置審議会に関すること。

(26) 市立学校の適正配置に関すること。

(27) 通学区域に関すること。

(28) 教育支援センターの管理及び連絡調整に関すること。

(29) 総合教育会議の運営に関すること。
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(24) 他の課及び機関の所管に属しないこと。

教職員課

(1) (略) 
(2) 教職員の任免及び服務に関すること。

(3) (略) 
(4) 教職員の採用選考(学校事務職員及び学校栄養職員を除く。)

に関すること。

(5)～(8) (略) 
(9) 教職員及び職員の公務災害補償に関すること。

(10) 教職員及び職員の福利厚生(教職員の健康診断を除く。)に関

すること。 

(11)～(13) (略)  
(14) 教職員及び職員の給与及び旅費に関すること。

(15) 教職員及び職員の恩給，退職年金及び退職手当に関するこ

と。

(16) 教職員及び職員の雇用保険その他の諸保険に関すること。

(17) 職員の被服貸与に関すること。

(18) 県費負担教職員に係る給与負担及び権限の移譲に関すること

(分掌事務) 
第10条 （略）

(1)～(11) (略) 
(12) 白根学習館及び西川学習館に関すること。 

(13)～(14) (略) 
第12条 （略）

(1)～(6) (略) 
(7) 西川学習館の維持管理に関すること（西川地区公民館に限る。）

(30) 他の課及び機関の所管に属しないこと。

教職員課

(1) (略) 
(2) 教職員の任免，服務及び給与に関すること。

(3) (略) 
(4) 教職員の採用選考に関すること

(5)～(8) (略) 
(9) 教職員の公務災害補償に関すること。

(10) 教職員の福利厚生(健康診断を除く。)に関すること。

(11)～(13) (略)  
(14) 県費負担教職員に係る給与負担及び権限の移譲に関すること

(分掌事務) 
第10条 （略）

(1)～(11) (略) 
(12) 白根学習館，西川学習館，西川多目的ホールに関すること。

(13)～(14) (略) 
第12条 （略）

(1)～(6) (略) 
(7) 西川学習館の維持管理に関すること及び西川多目的ホール

の利用に関すること(西川地区公民館に限る。)。
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(8) (略) 
(分掌事務) 

第14条 (略) 
(1)～(15) (略) 
(16) 西川多目的ホールに関すること。

(17) 他の図書館の所管に属しないこと。

第14条の2 (略) 
(1) (略) 
(2) 西川多目的ホールの維持管理に関すること(西川図書館に限

る。)。
(3)～(12) (略) 
(13) 使用料の徴収に関すること(新津図書館及び西川図書館に限

る。)。
第21条 (略) 
2 前項に定めるもののほか，次の表の左欄に掲げる組織に同表の中欄

に定める担当課長を置くことができるものとし，同表の右欄に定める事

項を所掌事務とするものとする。

組織 担当課長 所掌事務

教育総務課 教育政策担当課長 教育施策の企画，総合調整等

に関する事項及び学校の適正

配置等に関する事項

教職員課 給与・システム担当

課長

教職員及び職員の給与等に関

する事項並びに県費負担教職

員の権限移譲に関する事項

(給与・福利厚生等，勤務条件

の検討に関する事項に限る。)

(8) (略) 
(分掌事務) 

第14条 (略) 
(1)～(15) (略) 
(16) 他の図書館の所管に属しないこと。

第14条の2 (略) 
(1) (略) 
(2) 西川多目的ホールの施設の維持管理に関すること(西川図書館

に限る。)。
(3)～(12) (略) 
(13) 使用料の徴収に関すること(新津図書館に限る。)。

第21条 (略) 
2 前項に定めるもののほか，次の表の左欄に掲げる組織に同表の中欄

に定める担当課長を置くことができるものとし，同表の右欄に定める事

項を所掌事務とするものとする。

組織 担当課長 所掌事務

教育総務課 教育政策担当課長 教育施策の企画，総合調整等

に関する事項及び学校の適

正配置等に関する事項

付
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第25条 （略）

2 管理主事は，上司の命を受けて教職員の人事管理及び学校管理に関

する事務に従事する。

第25条 （略）

2 管理主事は，上司の命を受けて学校教育職員の人事管理及び学校管

理に関する事務に従事する。
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議案第３０号

新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部改正について

新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部改正を，次のとおりとしたいた

め議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部改正について

１ 改正理由 

（１）法改正によるもの

ア 子ども子育て支援法の制定に伴い，地方教育行政の組織及び運営に関する法律が

改正され，第２７条に幼保連携型認定保育園について，市長の求めに応じて意見の

申出を行うことが新たに定められる。

イ 行政不服審査法の全面改正に伴い，不服申立てが審査請求に一元化される。

（２）規定の見直しなどによるもの

教育長による委員会への報告の規定などをより適切な表現とし，また，教育長が

代理する事務の修正漏れなどを改める。 

２ 改正の内容 

（１）法改正によるもの

第２条第１項第１１号 

幼保連携型認定こども園について，市長の求めに応じて意見の申出を行うことを規

定する。 

第２条第１項第１６号 

 「不服申し立て」の文言を「審査請求」に改める。

（２）規定の見直しなどによるもの

第１条 

 「以下「法」という。」を加える。 

第２条第１項第７号 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定を整理する。 

第２条第２項 

 「委員会から求められた事項」を加える。 

第３条第１号ア

 教育長を削除する。

３ 施行日 

  平成２８年４月１日
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新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

平成２８年３月 日 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

新潟市教育委員会規則第 号 

新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部を改正する規則 

 新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和５７年新潟市教育委員会規則第

９号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「法律第１６２号」の次に「。以下「法」という。」を加える。 

第２条第１項第７号中「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」を「法」に改め，

同項中第１９号を第２０号とし，第１８号から第１６号までを１号ずつ繰り下げ，同項第

１５号中「不服申立て」を「審査請求」に改め，同号を同項第１６号とし，同項中第１４

号から第１１号までを１号ずつ繰り下げ，同項第１０号の次に次の１号を加える。 

（１１） 幼保連携型認定こども園について，法第２７条の規定に基づく市長からの求

めに応じ，意見の申出をすること。 

第２条第２項中「事項」の次に「又は委員会から求められた事項」を加える。 

第３条第１号中アを削り，イをアとし，ウをイとし，エをウとする。 

附 則 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 
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1/2 

新潟市教育長に対する事務の委任等に関する規則(昭和57年教育委員会規則第9号)新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この規則は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和
31年法律第162号。以下「法」という。)第25条第1項の規定に基づ
き，新潟市教育委員会(以下「委員会」という。)の権限に属する事
務の一部を新潟市教育長(以下「教育長」という。)に委任すること
等について定めるものとする。

第1条 この規則は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和
31年法律第162号)第25条第1項の規定に基づき，新潟市教育委員会
(以下「委員会」という。)の権限に属する事務の一部を新潟市教育
長(以下「教育長」という。)に委任すること等について定めるもの
とする。

第2条 委員会は，次に掲げる事項を除きその権限に属する事務を教
育長に委任する。

第2条 委員会は，次に掲げる事項を除きその権限に属する事務を教
育長に委任する。

(1)～(6）（略） (1)～(6）（略）

(7) 法第26条の規定による委員会の点検及び評価に関すること。 (7) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条の規定によ
る委員会の点検及び評価に関すること。

(8)～(10）（略) (8)～(10）（略) 

(11) 幼保連携型認定こども園について，法第27条の規定に基づく

市長の求めに応じ，意見の申出をすること。

(12) 校長，教員その他の教育関係職員の研修の一般方針を定める

こと。 

(11) 校長，教員その他の教育関係職員の研修の一般方針を定める

こと。 

(13) 学齢児童及び学齢生徒の就学すべき学校の区域を設定し，又

はこれを変更すること。 

(12) 学齢児童及び学齢生徒の就学すべき学校の区域を設定し，又

はこれを変更すること。 

(14) 児童又は生徒の性行不良による出席停止を命じ，又は解除す

ること。 

(13) 児童又は生徒の性行不良による出席停止を命じ，又は解除す

ること。 

(15) 委員会規則その他委員会の定める規程(以下「規則等」とい (14) 委員会規則その他委員会の定める規程(以下「規則等」とい

付
議
　
1
0



2/2 

う。)の制定及び改廃をすること。 う。)の制定及び改廃をすること。 

(16) 訴訟又は審査請求に関すること。 (15) 訴訟又は不服申立てに関すること。 

(17) 陳情等をすること。 (16) 陳情等をすること。 

(18) 請願書及び陳情書等に対する回答の決定をすること。 (17) 請願書及び陳情書等に対する回答の決定をすること。 

(19) 市文化財の指定及び解除をすること。 (18) 市文化財の指定及び解除をすること。 

(20) 前各号に掲げる事項のほか，特に重要又は異例に属する事務

で，委員会の議を経る必要があると認められる事項 

(19) 前各号に掲げる事項のほか，特に重要又は異例に属する事務

で，委員会の議を経る必要があると認められる事項 

2 教育長は，前項の規定により委任された事務で重要又は異例に属
すると認める事項又は委員会から求められた事項については，その

事務の執行及び管理の状況を，遅滞なく，委員会に報告しなければ

ならない。

2 教育長は，前項の規定により委任された事務で重要又は異例に属
すると認める事項については，その事務の執行及び管理の状況を，

遅滞なく，委員会に報告しなければならない。

(代理) (代理) 

第3条 教育長は，次に掲げる事務を代理することができる。 第3条 教育長は，次に掲げる事務を代理することができる。

(1) 職員(次に掲げる職に係る職員を除く。)の任免を行うこと。 (1) 職員(次に掲げる職に係る職員を除く。)の任免を行うこと。

ア 教育長

ア 事務局の課長(これと同等の職を含む。)以上の職 イ 事務局の課長(これと同等の職を含む。)以上の職

イ 機関の長(課長以上の職に限る。)及び機関の課長(これと同等
の職を含む。)以上の職

ウ 機関の長(課長以上の職に限る。)及び機関の課長(これと同等
の職を含む。)以上の職

ウ 学校の校長及び幼稚園の園長 エ 学校の校長及び幼稚園の園長
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議案第３１号

新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正について

新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正を，次のとおりとしたいため議決を求め

る。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正について

１ 改正理由 

小学校及び中学校における修学旅行の実施手続きを簡素化し，学校事務の効率化を

図る。 

２ 改正内容 

第９条第１項 

小学校及び中学校の修学旅行の宿泊可能となる対象学年及び宿泊可能日数を改める。 

小学校５年生及び中学校２年生で，宿泊を要する修学旅行をする際に必要な教育委

員会の承認を求める規定を削除する。 

３ 施行期日 

   平成２８年４月１日 
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新潟市立学校管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２８年３月  日 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子 

新潟市教育委員会規則第  号 

新潟市立学校管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

新潟市立学校管理運営に関する規則（昭和３３年新潟市教育委員会規則第１号）の一部

を次のように改正する。 

 第９条第１項を次のように改める。 

小学校及び中学校の修学旅行は，日帰りとする。ただし，小学校第５学年，小学校第

６学年，中学校第２学年及び中学校第３学年においては，２泊３日以内（ただし，小学

校は，車中泊をしてはならない。）にすることができる。 

 第９条中第２項を削り，第３項を第２項とし，第４項を第３項とする。 

附 則 

この規則は，平成２８年４月１日より施行する。 
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新潟市立学校管理運営に関する規則(昭和33年教育委員会規則第1号)新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

(修学旅行) (修学旅行) 

第9条 小学校及び中学校の修学旅行は，日帰りとする。ただし，小
学校第5学年，小学校第6学年，中学校第2学年及び中学校第3学年に

おいては，2泊3日以内（ただし，小学校は，車中泊をしてはならな

い。)にすることができる。

第9条 修学旅行は，次の基準によるものとする。
(1) 小学校の修学旅行は，日帰りとする。ただし，第6学年におい

ては，1泊2日(車中泊をしてはならない。)にすることができる。

(2) 中学校の第1学年及び第2学年は，日帰りとし，第3学年は，2

泊3日以内(車中泊を含む。)にすることができる。

2 小学校第5学年又は中学校第2学年にあつては，あらかじめ委員会

の承認を得て，第1項第1号及び第2号の規定による宿泊を要する修

学旅行を行うことができる。

2 宿泊を要する修学旅行は，在学中1回に限る。 3 宿泊を要する修学旅行は，在学中1回に限る。

3 校長は，修学旅行を実施する場合においては，その計画を，日帰

りの場合は実施期日の14日前までに，宿泊を伴う場合は実施期日の
30日前までに委員会に届け出なければならない。

4 校長は，修学旅行を実施する場合においては，その計画を，日帰

りの場合は実施期日の14日前までに，宿泊を伴う場合は実施期日の
30日前までに委員会に届け出なければならない。
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議案第３２号 

新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則の一部改

正について 

新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則の一部改正を，

次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則の一部改

正について 

１ 改正理由 

生涯学習センターの利用予約の際は，電話等で予約し，紙媒体により利用許可申請

書を提出していたが，パソコンや携帯電話等で施設予約が行える新潟市公共施設予約

システムを導入する。 

２ 改正内容 

１ 第５条の２を新たに規定する。 

第１項 

公共施設予約システムにより利用許可申請及び利用の変更許可申請等を行う場合，

申請書の提出を省略し，また，公共施設予約システムにより利用許可を受けた場合，

利用許可証（利用変更許可証を含む）の提示を省略することを規定する。 

第２項 

公共施設予約システムによる利用許可（利用変更許可を含む）申請を行う場合，公

共予約システムで通知することを規定する。 

 ２ 別記様式第１号及び別記様式第２号 「あて先」を「宛先」に改める。 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日
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新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

  平成２８年３月  日 

                             新潟市教育委員会 

                             教育長 前田 秀子

新潟市教育委員会規則第 号 

   新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則の一部を改

正する規則 

新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則（平成１６年新

潟市教育委員会規則第１４号）の一部を次のように改正する。 

第５条の次に次の１条を加える。 

 （公共施設予約システムによる利用の許可申請等の特例） 

第５条の２ 第２条，第３条及び第５条の規定については，新潟市公共予約システムの利

用に関する規則（平成１８年新潟市規則第６６号）に規定する新潟市公共予約システム

（以下「施設予約システム」という。）による利用の許可の申請及び利用の変更の許可

の申請がなされた場合は，適用しない。 

２ 第４条の規定については，施設予約システムによる利用の許可の申請及び利用の変更

の許可の申請をしたものには，施設予約システムにより通知するものとする。 

別記様式第１号及び別記様式第２号中「あて先」を「宛先」に改める。 

附 則 

 この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 
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新潟市長から委任を受けた新潟市生涯学習センターの管理に関する規則(平成16年教育委員会規則第14号)新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

(利用の許可申請) (利用の許可申請) 

第2条 （略） 第2条 （略）

2 （略） 2 （略）

(利用の変更許可申請等) 
第3条 （略）

(利用の変更許可申請等) 
第3条 （略）

(許可証の交付) (許可証の交付) 

第4条 （略） 第4条 （略）

2 （略） 2 （略）

(許可証の提示) (許可証の提示) 

第5条 （略） 第5条 （略）

(公共施設予約システムによる利用の許可申請等の特例)

第5条の2 第2条，第3条及び第5条の規定については，新潟市公共予

約システムの利用に関する規則（平成18年新潟市規則第66号）に規

定する新潟市公共予約システム（以下「施設予約システム」という。）

による利用の許可の申請及び利用の変更の許可の申請がなされた

場合は，適用しない。

2 第4条の規定については，施設予約システムによる利用の許可の申

請及び利用の変更の許可の申請をしたものには，施設予約システム

により通知するものとする。
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別記様式第1号(第2条関係) 

新潟市生涯学習センター利用許可申請書 

年   月   日

(宛先)新潟市教育委員会 

住所(団体にあっては所在地) 

申請者 氏名(団体にあっては名称及び代表者の氏名) 

電話番号 

下記のとおり利用したいので申し込みます。 

利用目的   
利用

人数
人

利用日時    年  月  日 

時   分 準備から 

時   分 後片付けまで 

利用施設   

利用設備   

 注 太線の枠内だけ記入してください。 

 上記のとおり許可してよろしいでしょ

うか。 

処

理

欄

起  案：     年    月    日

決  裁：     年    月    日

決

裁

  許  可：     年    月    日

許可番号：   第       号 

納 付 額：            円

別記様式第1号(第2条関係) 

新潟市生涯学習センター利用許可申請書 

年   月   日

(あて先)新潟市教育委員会 

住所(団体にあっては所在地) 

申請者 氏名(団体にあっては名称及び代表者の氏名) 

電話番号 

下記のとおり利用したいので申し込みます。 

利用目的   
利用

人数
人

利用日時    年  月  日 

時   分 準備から 

時   分 後片付けまで 

利用施設   

利用設備   

 注 太線の枠内だけ記入してください。 

 上記のとおり許可してよろしいでしょ

うか。 

処

理

欄

起  案：     年    月    日

決  裁：     年    月    日

決

裁

  許  可：     年    月    日

許可番号：   第       号 

納 付 額：            円
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別記様式第2号(第3条関係)

新潟市生涯学習センター利用 

                             年   月   日
(宛先)新潟市教育委員会 

            住所(団体にあっては所在地) 

             申請者   氏名(団体にあっては名称及び代表者の氏名)

   電話番号 

下記のとおり 

許可年月日・番号  年  月  日・許可番号 第   号  の変更・取止め 

変更・取止めの
理由 

項目 変更前 変更後 

利用年月日 年   月   日 年   月   日 

利用時間 時  分 ～  時  分 時  分 ～  時  分

利用施設     

利用設備     

注1 太線の枠内だけ記入してください。
  2 変更・取止めのいずれかを○で囲んでください。 

上記のとおり許可してよろしいでしょうか。

処

理

欄

起  案：   年   月   日 

決

裁

  決  裁：   年   月   日 

許  可：   年   月   日 

許可番号：  第      号 

別記様式第2号(第3条関係)

新潟市生涯学習センター利用 

                             年   月   日
(あて先)新潟市教育委員会 

            住所(団体にあっては所在地) 

             申請者   氏名(団体にあっては名称及び代表者の氏名)

   電話番号 

下記のとおり 

許可年月日・番号  年  月  日・許可番号 第   号  の変更・取止め 

変更・取止めの
理由 

項目 変更前 変更後 

利用年月日 年   月   日 年   月   日 

利用時間 時  分 ～  時  分 時  分 ～  時  分

利用施設     

利用設備     

注1 太線の枠内だけ記入してください。
  2 変更・取止めのいずれかを○で囲んでください。 

上記のとおり許可してよろしいでしょうか。

処

理

欄

起  案：   年   月   日 

決

裁

  決  裁：   年   月   日 

許  可：   年   月   日 

許可番号：  第      号 

変更したいので申請します。
取り止めたいので申し出ます。

変更許可申請書 

取止申出書

変更したいので申請します。
取り止めたいので申し出ます。

変更許可申請書 

取止申出書
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議案第３３号 

新潟市白根学習館条例施行規則の一部改正について 

新潟市白根学習館条例施行規則の一部改正を，次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市白根学習館条例施行規則の一部改正について 

１ 改正理由 

白根学習館の利用予約の際は，電話等で予約し，紙媒体により利用許可申請書を提

出しているが，パソコンや携帯電話等で施設予約が行える新潟市公共施設予約システ

ムを導入する。 

２ 改正内容  

第５条の２を新たに規定する。 

第１項 

公共施設予約システムにより学習館（ルーム，食工房，プレイルーム，情報研修室，

創作活動室及びスタジオに限る。）の利用許可申請及び利用の変更許可申請等を行う

場合，申請書の提出を省略し，また，公共施設予約システムにより利用許可を受けた

場合，利用許可証（利用変更許可証を含む）の提示を省略することを規定する。 

第２項 

公共施設予約システムによる利用許可（利用変更許可を含む）申請を行う場合，公

共予約システムで通知することを規定する。 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日
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新潟市白根学習館条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２８年３月  日 

                             新潟市教育委員会 

                             教育長 前田 秀子

新潟市教育委員会規則第 号 

新潟市白根学習館条例施行規則の一部を改正する規則 

 新潟市白根学習館条例施行規則（平成１６年新潟市教育委員会規則第２３号）の一部を

次のように改正する。 

 第５条の次に次の１条を加える。 

（公共施設予約システムによる利用の許可申請等の特例） 

第５条の２ 第２条，第３条及び第５条の規定については，新潟市公共予約システムの利

用に関する規則（平成１８年新潟市規則第６６号）に規定する新潟市公共予約システム

（以下「施設予約システム」という。）による白根学習館（条例第４条第２号及び第４

号から第８号までの施設に限る。）の利用の許可の申請及び利用の変更の許可の申請が

なされた場合は，適用しない。 

２ 第４条の規定については，施設予約システムによる利用の許可の申請及び利用の変更

の許可の申請をしたものには，施設予約システムにより通知するものとする。 

附 則 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。
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新潟市白根学習館条例施行規則(平成16年教育委員会規則第23号)新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

(利用の許可申請) (利用の許可申請) 

第2条 （略） 第2条 （略）

2 （略） 2 （略）

(利用の変更許可申請等)
第3条 （略）

(利用の変更許可申請等)
第3条 （略）

(許可証の交付) (許可証の交付) 

第4条 （略） 第4条 （略）

2 （略） 2 （略）

(許可証の提示) (許可証の提示) 

第5条 （略） 第5条 （略）

(公共施設予約システムによる利用の許可申請等の特例)

第5条の2 第2条，第3条及び第5条の規定については，新潟市公共予

約システムの利用に関する規則（平成18年新潟市規則第66号）に規

定する新潟市公共予約システム（以下「施設予約システム」という。）

による白根学習館（条例第4条第2号及び第4号から第8号までの施設

に限る。）の利用の許可の申請及び利用の変更の許可の申請がなさ

れた場合は，適用しない。

2 第4条の規定については，施設予約システムによる利用の許可の申

請及び利用の変更の許可の申請をしたものには，施設予約システム

により通知するものとする。
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議案第３４号 

新潟市西川学習館条例施行規則の一部改正について 

新潟市西川学習館条例施行規則の一部改正を，次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市西川学習館条例施行規則の一部改正について 

１ 改正理由 

西川学習館の利用予約の際は，電話等で予約し，紙媒体により利用許可申請書を提

出しているが，パソコンや携帯電話等で施設予約が行える新潟市公共施設予約システ

ムを導入する。 

２ 改正内容  

第５条の２を新たに規定する。 

第１項 

公共施設予約システムにより利用許可申請及び利用の変更許可申請等を行う場合，

申請書の提出を省略し，また，公共施設予約システムにより利用許可を受けた場合，

利用許可証（利用変更許可証を含む）の提示を省略することを規定する。 

第２項 

公共施設予約システムによる利用許可（利用変更許可を含む）申請を行う場合，公

共予約システムで通知することを規定する。 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日
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 新潟市西川学習館条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２８年３月  日 

                             新潟市教育委員会 

                             教育長 前田 秀子

新潟市教育委員会規則第 号 

   新潟市西川学習館条例施行規則の一部を改正する規則 

新潟市西川学習館条例施行規則（平成１６年新潟市教育委員会規則第２６号）の一部を

次のように改正する。 

第５条の次に次の１条を加える。 

 （公共施設予約システムによる利用の許可申請等の特例） 

第５条の２ 第２条，第３条及び第５条の規定については，新潟市公共予約システムの利

用に関する規則（平成１８年新潟市規則第６６号）に規定する新潟市公共予約システム

（以下「施設予約システム」という。）による利用の許可の申請及び利用の変更の許可

の申請がなされた場合は，適用しない。 

２ 第４条の規定については，施設予約システムによる利用の許可の申請及び利用の変更

の許可の申請をしたものには，施設予約システムにより通知するものとする。 

附 則

 この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 
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新潟市西川学習館条例施行規則(平成16年教育委員会規則第26号)新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

(利用の許可申請) (利用の許可申請) 

第2条 （略） 第2条 （略）

2 （略） 2 （略）

(利用の変更許可申請等) (利用の変更許可申請等) 

第3条 （略） 第3条 （略）

(許可証の交付) (許可証の交付) 

第4条 （略） 第4条 （略）

2 （略） 2 （略）

(許可証の提示) (許可証の提示) 

第5条 （略） 第5条 

(公共施設予約システムによる利用の許可申請等の特例)

第5条の2 第2条，第3条及び第5条の規定については，新潟市公共予

約システムの利用に関する規則（平成18年新潟市規則第66号）に規

定する新潟市公共予約システム（以下「施設予約システム」という。）

による利用の許可の申請及び利用の変更の許可の申請がなされた

場合は，適用しない。

2 第4条の規定については，施設予約システムによる利用の許可の申

請及び利用の変更の許可の申請をしたものには，施設予約システム

により通知するものとする。
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議案第３５号

事務局及び機関の長の人事について

事務局及び機関の長の人事を，次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

事務局及び機関の長の人事について

非公開での審議を予定しているため，詳細は審議時に関係者のみ配布いたします。
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議案第３６号

教育財産の用途廃止について 

教育財産を用途廃止したいため，次のとおり議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

教育財産の用途廃止について

１ 概要 

   平成２８年４月１日に潟東東小学校，潟東西小学校及び潟東南小学校の３校が統合

し，潟東小学校として開校する。校舎は，潟東南小学校の校舎にプレハブ校舎を増築

し，暫定利用する。

   統合後，使用しない潟東東小学校，潟東西小学校の土地及び建物について，平成２

８年４月１日付けで教育財産の用途を廃止する。

２ 用途廃止する教育財産 

（１） 潟東東小学校

ア 土 地

    所在地 新潟市西蒲区井随１３２外

    面 積 ２１，６５３．００㎡

    評価額 １５３，７３６，０００円

 イ 建 物

    所在地 新潟市西蒲区井随１３２

    面 積 校舎及び体育館 延床面積３，２５５．００㎡

    評価額 ３９３，８７６，０００円

（２） 潟東西小学校

ア 土 地

    所在地 新潟市西蒲区横戸１３５外

    面 積 １８，５０５．００㎡

    評価額 １３３，２３６，０００円

 イ 建 物

    所在地 新潟市西蒲区横戸１３５

    面 積 校舎及び体育館他 延床面積３，４１８．８４㎡

    評価額 ２５９，３７６，０００円

３ その他

   用途廃止後の土地・建物は，市長部局で利活用を検討する。
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議案第３７号

教育財産の用途廃止について 

教育財産を用途廃止したいため，次のとおり議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

教育財産の用途廃止について

１ 概要 

   平成２８年４月に岩室学校給食センターを廃止し，巻学校給食センターに統合する

ことに伴い，使用しない岩室学校給食センターの土地及び建物について，平成２８年

４月１日付けで教育財産の用途を廃止する。 

２ 用途廃止する教育財産 

（１）岩室学校給食センター

   ア 土 地

      所在地 新潟市西蒲区和納字囲ノ内４０５５－１

      面 積 １，６０９．００㎡

      評価額 ２３，４９１，０００円

   イ 建 物

      所在地 新潟市西蒲区和納字囲ノ内４０５５－１

      面 積 ７０５．３４㎡

      評価額 ７１，５９６，０００円

３ その他

用途廃止後の土地・建物は，市長部局で利活用を検討する。

付議　28



議案第３８号

市立高等学校等の人事管理について

新潟市立万代高等学校，明鏡高等学校及び高志中等教育学校（後期課程）の人事管理等

を，次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

市立高等学校等の人事管理等について

１ 対象者

新潟市立万代高等学校，明鏡高等学校及び高志中等教育学校（後期課程）の校長，

教頭，教諭，養護教諭，実習助手

２ 内容

 （１）人事異動・配置

    ・平成２９年度初以降，市が異動・配置する。

    ・将来的に全ての校長，教頭，教諭，養護教諭，実習助手を市が異動・配置する。

（２）教員採用選考検査

    ・平成２８年度以降，市が実施する。

 （３）管理職選考検査

    ・平成２８年度以降，市が実施する。

（４）教員研修

・市は，平成２９年度以降採用した校長及び教員に対する全ての研修を行う。

３ 実施時期 

  平成２８年４月１日 

４ その他 

  議決後，今年度末までに，２の内容及び関連する事項について，県との協議書を締結

する予定である。 
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議案第３９号

第２期新潟市いじめ防止対策等専門委員会委員の委嘱について

第２期新潟市いじめ防止対策等専門委員会委員を，次のとおりとしたいため議決を求め

る。

  平成２８年３月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

第２期新潟市いじめ防止対策等専門委員会委員の委嘱について

委嘱するもの

第２期新潟市いじめ防止対策等専門委員名簿               

任期 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日 

職  名 名  前 所  属

大学教員
いなだ たかし

稲田 隆司
新潟大学法学部教授

弁護士
こがねざわ としひろ

小金澤 俊裕
小金澤俊裕法律事務所

精神科医師
よこやま ともゆき

横山 知行
新潟大学教育学部教授

臨床心理士
たなか ゆきこ

田中 由紀子
元教育相談センター相談員
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報  告 



（仮称）国際青少年センター・（仮称）芸術創造ファクトリー基本構想案 

に対するパブリックコメントの実施結果について 

地域教育推進課 

「（仮称）国際青少年センター・（仮称）芸術創造ファクトリー基本構想」の策

定にあたり、構想案について市民の意見を参考とするためパブリックコメントを

実施した。その結果は下記のとおりで、施設の役割（２）の文言を追加修正した。 

【パブリックコメントを実施した基本構想案の主な内容】

基本理念 

市民と行政が一体となり、青少年健全育成と文化芸術活動にかかる様々なプロ

グラムの展開と支援・交流のための施設を整備することにより、感性を磨き心豊

かな子どもの育成及び次代を担うアーティスト・クリエーターの育成を図ります。 

施設の役割 

（１）家庭や学校とは異なる場所で、様々な活動を体験することにより、次代を

担う「心豊かな子どもを育てる」ことを目的とした施設とします。 

（２）国内外を問わず、アーティストやクリエーターの創作活動の支援及び青少

年等との交流、本市独自の文化芸術の魅力発信を担います。 

（３）市民交流及び市民力・地域力による青少年健全育成と文化芸術の創出を図

ります。 

【パブリックコメント提出意見の概要】 

実施期間  平成２７年１２月２８日(月) ～ 平成２８年１月２７日(水) 

 提出意見  提出者（団体）２団体・意見数１４件 

【主な意見の概要】 

芸術関係

14件

●若い作家が利用しやすい環境づくり

●創作環境設備、ギャラリー等の展示環境の整備

●新潟市美術館との連携

●芸術等の知識がある人材の配置

●10年経っても活用されるようなコンセプトの確立 など

施設全体

4件

●避難所の指定

●投票所の指定

●地域の集会所としての利用

●周辺道路の安全対策
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【修正 1 件】 

項   目 意見概要 修    正 

施設の役割（２）
新潟市美術館と至近距離にあ
り、連動した企画展を少なく
とも年 1 回以上開催すべき 

国内外を問わず、アーテ

ィストやクリエーターの

創作活動の支援及び青少

年等との交流、市内文化

施設等との連携を図り

本市独自の文化芸術の魅

力発信を担います。 
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（仮称）国際青少年センター・（仮称）芸術創造ファクトリー基本構想（案）に対する 

パブリックコメント意見概要及び市の考え方 

№ ﾍﾟｰｼﾞ 意見 意見への市の考え方 修正 修正箇所等 

【全  体】 

１ Ｐ10 新しい施設を避難所と

して指定して欲しい。

なお、緊急時の出入り

口をもう一か所造って

欲しい。

避難所指定については、施設の最終

的な使われ方などをみて市担当部署

で検討し指定をしていきます。 

また、緊急時の出入り口につきまし

ては、近隣住宅を含めた周辺の地形

等の状況や施設の安全管理を考慮し

ながら、整備する中で今後検討して

いきます。 

なし  

２ Ｐ10 新しい施設を投票所と

して欲しい。

いただいたご意見は、この施設の理

念や役割と直接関係がないため、基

本構想（案）への追記、修正は無し

とします。 

ご意見は、関係課と共有させていた

だきます。 

なし  

３ Ｐ10 集会所として、申込み

すれば利用出来る場所

を提供して欲しい。

1階部分の「食堂・カフェ」、2階部

分の「コミュニティースペース」に

ついては、地域及び市民の皆様が自

由に利用できる場として考えており

ます。なお、2階部分の「和室」「ワ

ークショップスペース」等は申込み

による利用ができる部屋として検討

しています。 

なし  

４ － 周辺道路の安全対策を

しっかりと取って欲し

い。

いただいたご意見は、この施設の理

念や役割と直接関係がないため、基

本構想（案）への追記、修正は無し

とします。 

ご意見は、関係課と共有させていた

だきます。 

なし  
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№ ﾍﾟｰｼﾞ 意見 意見への市の考え方 修正 修正箇所等 

【（仮称）芸術創造ファクトリー】 

５ Ｐ７ 国内外はもとより、県

内をはじめ新潟市在住

や出身など、特に若い

作家が利用しやすい環

境づくりの推進

① 安い利用代金（公民

館並の使用料）

② 宿泊施設の完備（レ

ジデンシャル方式）

③ 駐車場の整備（無

料）

④ 市報・ホームページ

で活動状況のＰＲ

① 利用料金は、他の公共施設等を参

考に設定します。 

② 創作活動の場となる１階「工房・

ギャラリー」は、簡易なレジデン

シャルも想定しており、仮眠可能

な休憩室に加えシャワー室を整

備する予定です。 

③ 施設利用者の駐車場を整備しま

す。駐車料金の有無は今後検討し

ます。 

④ 施設情報については、様々な広報

媒体を活用し、幅広く周知に努め

ます。 

なし  

６ Ｐ７ 10 年経っても活用さ

れるコンセプトの確立

（似たような施設は各

地にあるが、大半は先

細りしている。時代の

変化に対応した柔軟な

運営が必要である。そ

のため、3 年ごとに利

用状況の見直し、施

設・料金体系などの再

検討が必要と思う。）

社会動向や利用者ニーズを鑑み柔軟

な運営を図ります。また、指定管理

制度を導入した際はモニタリングを

行い、適正かつ効果的な運営に努め

ます。 

なし  

７ Ｐ11 ギャラリーを設置し

て、市民が定期的に来

館されるようにする。

（展示作家との交流促

進・ワークショップの

開催・歳時記にあった

イベントの開催（版画

による年賀状の教室・

夏休みの絵画教室な

ど））

基本構想にギャラリースペースを

設けています。施設の工房で創作さ

れた作品の展示をはじめ、運用につ

いて検討します。 

なし  

８ Ｐ11 体育館スペースも展示

会場として利用できる

機能を整備する。（移動

可能なパネルの用意）

必要に応じ体育館も展示スペースに

なりうると考えます。なお、備品等

については、リース等を含め検討し

ます。 

なし  

９ Ｐ11 新潟市内公民館の合同

展が開催されなくて数

年になるが、体育館ス

ペースで開催し、市民

参加のイベントとして

定着したい。

上記のとおり体育館も展示スペース

になりうると考えていますが、運用

についてはご意見等をいただきなが

ら対応します。 

なし 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ 意見 意見への市の考え方 修正 修正箇所

10 Ｐ９ 新潟市美術館と至近距

離にあり、連動した企

画展を少なくとも年 1
回以上は開催すべき。

新潟市美術館を含め、市内の文化施

設等との連携を図り運営します。 

あり P9 の 

４ 施設の役割 

において、市内文化

施設等との連携を加

えます。 

11 Ｐ11 打合せルームや美術講

座用会場などフレキシ

ブルな空間の設置。

ワークショップスペースや和室等で

可能と考えます。 

なし  

12 Ｐ 

10･

11 

銅版画・石版画のため

のプレス機の設置やコ

ンピューターアートに

対応した機器、アニ

メ・コミック系作品の

制作環境設備など若手

作家の利用しやすい施

設にするべき。

機材・設備等の施設所有については、

利用頻度等を考慮し、レンタルやリ

ースを含め検討するとともに、利用

者持ち込みも合わせた対応を考えて

います。 

なし  

13 Ｐ12 最重要な問題は、人材

である。管理する・で

きる人は美術・工作の

知識のある人材配置を

お願いする。（せっかく

の什器や設備の取扱い

が雑で劣化する場合が

多々ある）

ご意見を踏まえ、適切な管理・運営

手法を検討します。 

なし  

14 － オープニング催事とし

て「にいがたアートサ

ーカス」の展覧会の開

催参加を希望する。

ご提案と受け止め、参考にさせてい

ただくとともに、必要に応じ関係者

との情報・意見交換を行います。 

なし  
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指導が不適切な教職員に関する委員会の報告について

教職員課 

非公開での報告を予定しており，資料は関係者のみ報告時に配布いたします。
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「教科用図書の検定申請期間中における閲覧等の問題」の調査結果について 

学 校 支 援 課 

【事案発生当時新潟市の教員であった者】

１ 調査対象者      ５９人（文部科学省からの情報提供による）

２ 面談を実施した者   ５７人

（当時の職位）

・校長２０人   ・教頭 １人

・教諭３５人   ・行政 １人

３ 謝礼等の受取     ・謝礼 ３７人（いずれも返金済）

（重複あり）    ・懇親会      ４人（いずれも返金済）

・宿泊費      １人（返金済）

・交通費（実費） ２２人

４ 採択関係委員等    １７人 

（内訳）

・県調査員 ２人

・新潟市地区調査員１５人

５ 採択結果と採択への影響

対象者本人への聞き取り、対象者以外の調査員への聞き取り、選定委員会議事

録などの資料確認の結果、採択に影響を及ぼした事案は認められなかった。 
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